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大阪学院大学経済論集
第26巻第 1号、2012年 6月

動学的租税協調のシミュレーション分析
―公的資本の蓄積過程を考慮した世代重複モデルを用いて一

要  旨

本稿では、Zodrow and Mieszkowski(1986)お よびWilson(1986)等で示され

た対称小地域における静学的租税競争モデルを、公的資本の生産力効果におけ

る地域間の非対称性と資本蓄積の存在を組み入れた非対称大地域における動学

的租税競争モデルに拡張し、租税競争の帰結と租税協調による経済厚生へのイ

ンパクトを分析した。

生産要素として寄与する公的資本は、地方政府の資本税をもとに形成される

ものとする。公的資本の生産力効果に、地域間で非対称性がある状況を想定す

ると、長期定常状態では、資本税競争のナッシュ均衡から資本税率を引き上げ

ることで両地域の厚生が改善されることが田中・日高 (2012)で明らにされてい

る。本稿では、シミュレーション分析によって、定常状態において複数の潜在

的協調解が存在することが示された。さらに、移行過程を考慮したシミュレー

ションにより、社会的時間選好率の設定如何によって、潜在的協調解の中に、

ナッシュ均衡解よりも厚生が悪化するものが存在することが確認された。すな

わち、移行過程を考慮した分析では、潜在的協調解の脱落、変更といった「租

税協調の変容」が生じることが示された。

キーワード:租税競争、租税協調、世代重複モデル、公的資本

JEL分類番号 :H72;H79;R53.
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1.は じめに

田中 。日高 (2010、 2012)で は、生産要素として用いられる公的資本が民間資

本と同様に動学的に蓄積される状況を想定したものでの資本税競争の帰結と、

租税協調の厚生改善効果について 紙ヽ をおこなっている。これは、民間資本が

重複世代モデルの中で内生的に蓄積されるという想定のもとで租税競争のナッ

シュ均衡解から税率の変更に伴う経済的な影響と厚生改善効果について分析お

こなった Batina(2009)、 ShinOzaki,Sugahara and Kunizaki(2010)に 生産要素

としての公的資本を導入し、民間資本と同様に内生的な蓄積を想定したもとで

の租税競争と租税協調の分析への拡張とみなせる。

民間資本の蓄積を内生化している場合には、資本税競争や協調による税率の

変更が民間資本の水準を変化させるため、利子率や賃金率といった経済変数の

変化を通じた厚生効果を含めた分析が行われているのである。Batina(2009)、

Shinozaki,Sugahara and Kunizaki(2010)で は、税収の使途は個人の効用関数

に含まれる公共財の供給であり、租税競争の結果、競争のナッシュ均衡では過

小税率と公共財の過小供給の帰結を導いている。また、ナッシュ均衡から税率

の引き上げを行うことで厚生改善につながることを示している。Batina(2009)

では、税率引き上げ後の移行過程についても分析し、移行過程のすべての世代

で厚生改善資であることを示している。

田中・日高 (2010、 2012)で は、税収は公的資本の蓄積に用いられ生産性の向

上を通 じた効果を含めた租税競争と租税協調の経済効果を分析 している。

田中 。日高 (2010)は定常状態のシミュレーション分析によって、資本税租税競

争が過小課税であり、税率の引き上げが公的資本の拡大と厚生改善であるとい

う結果を得ている。田中 。日高(2012)は移行過程を含んだ理論分析によって、

租税競争からの税率の変更が市場均衡で決定される税引き後の資本収益率と公

的資本に与える影響と経済厚生への影響を分析している。移行過程については
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長期的な厚生改善をもたらす税率変更が引き上げ直後の世代には厚生悪化をも

たらすことを示している。

本稿では、田中・日高 (2010)の シミュレーションモデルを移行過程を含むモ

デルに拡張し、租税協調としてナッシュ交渉ゲームの解としてとらえる場合の

租税協調の帰結を分析する。Batina(2009)、 ShinOzaki, Sugahara and

Kunizaki(2010)、 田中・日高 (2012)で は、租税協調について租税競争のナッ

シュ均衡を出発点として、そこからの税率引き上げあるいは引き下げといった

税率変更の方向が示されただけであったが、シミュレーション分析では、税率

変更の方向だけでなく税率変更の大きさについても分析対象とすることができ

る。

以下、本稿の構成をまとめておこう。第 2節では、本稿の分析に用いる 2地

域世代重複モデルについて、各地域の家計と企業の最適化行動、市場均衡、さ

らには地方政府の目的関数と予算制約式を記述する。第 3節では、地域間にお

ける生産力効果の非対称性を前提に、長期定常状態のみを対象とした資本税競

争と資本税協調についてシミュレーション分析をおこなう。第 4節で資本税協

調による税率の引き上げによる経済変数の推移と効用の変化を記述し、資本税

協調の変容について考察を行う。

2.分析モデル

本稿では、租税競争として、 2つの地域が公共投資の財源を資本税で調達す

る場合を分析の対象とする。公共投資によって整備される公的資本は、各地域

の生産要素として用いられる。それぞれの地域の代表的企業は、それぞれの生

産技術を所与として、労働、民間資本、および公的資本を生産要素として財を

生産する。両地域で生産される財は同一で、両地域の代表的家計の効用関数と

人口も同一であると仮定する。したがって、両地域は生産技術のみが異なって

いる。
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公的資本と民間資本の蓄積の動学過程については、Diamond(1965)の 世代

重複モデルをベースにする。本稿では、このモデルに生産要素として政府が供

給する公的資本を導入し、 2地域に拡張する。各地域には、t期において t期

生まれの若年世代とt-1期生まれの老年世代が存在する。それぞれの人口を

ιl、 L'.、 人口成長率をκとすると、二:=(1+π )ι l」 が成立している。各地域

の人口は等しく、地域間の移動はないものと仮定する。以下では企業、家計の

行動と市場均衡を記述し、租税競争および租税協調のもとでの地方政府の行動

をまとめる。

2-1.企業の行動

第i地域 (i=1,2)の 企業は、労働 (ιl)、 民間資本 (κl)、 公的資本 (α )

を生産要素とする一次同次の生産関数FI(=,κl,Gl)を用いて財 (4)を

生産する。企業は、公的資本 (α )と 生産技術を所与として、以下の利潤最

大化問題を解く。

Mtt Π:=4-aι :― aκ,              (1)
ιl,X:

s.′   `=FI(ι :,κl,GI)               (2)

ここで、4は賃金率、oは資本収益率である。利潤最大化の一階の条件より、

α=aF`/を江:、 およびρl=aF'/〔x:を得る。生産関数の一次同次性の仮定か

ら、4=(aF:/al)=+(aFi/イ :)KI+((F`/aG:)G:が成立するので、

利潤はΠ:=(γ
′/aα )G:と表される。

本稿では、この利潤は、すべて労働ιに分配されると仮定する°。これを考

1)公的資本の生産力効果を検証した内外の実証分析において、労働分配率は資本分配率よ

りも相当程度大きいとする推計結果が報告されていることから、本稿では、公的資本の

レントを労働に帰属させるという仮定に、実証的側面から妥当性を見出すことはできる

と判断した。
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慮した賃金率を
"と
おくと、彼:=´ +Π 7Liである。また、所得の分配は4

=":Li十 aKlと表される。Diamondモ デルと同様に、労働供給が固定的であ

ると仮定し、以下では生産量、民間資本、公的資本を労働1単位あたりで記述

する。/=F/L、 g=αZ、 夕=y/L、 および力=K/Lと すると、賃金率、資
本収益率および所得分配は、

●=Ψ

夕:=ノ (力1,gl)=":十 o力 :

となる。ここで、企業の資本需要力;は、(3式よりgiお よび0の関数として、

力:=力
′
(ρl′ gl)

と表すことができる。(4)式のZに 6)を代入すると、賃金率
"|は
giお よび0の

関数として、以下のように表すことができる。ここで、(3)、 (4)、 (5)式より、電

=― ″、名 =ん である。

ωl=/′ (力1,g:)一 ρ:力
′
(ρl,gl)

="i(ρ:,gi)

本稿では労働の地域間移動はないものの、民間資本は地域間で自由に移動す

るものと仮定する。資本収益率aに対して各地域で税率この資本税が課され

るものとする。両地域の家計が税引き後の両地域の資本収益率(1-4)aを 見

ながら投資先を決定するならば、裁定の結果、税引き後の資本収益率は等しく

なる。すなわち税引き後の資本収益率をのとおくと、

θ′=(1-τ :)ρl                                   (7)

が成立する。(7)式を用いると、資本需要と賃金率はそれぞれ
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″=″ (畜J
″=″ (畜J
となり、t期の変数gi、 2およびJの関数として表される。

2-2.家計の行動

各地域の家計は、若年期に賃金所得″|を稼得し、若年期 (t期 )の消費げ

と老年期 (t+1期 )の消費θ簿1を行う。各期の予算制約式は貯蓄をことする

と、こ="|― げ、およびθ簿1=(1+α +1)|である。家計は、通時的な予算制

約式のもとで、以下のような効用最大化問題に直面しているとする。

物   %:=%'(イ′,θ:11)                          (8)
εヂ+ε「.,

豆 ″=″ +舟        ⑨

この効用最大化問題の 1階の条件より、あ =(1+α +D%か を得る。効用最大

化問題の解として導出される、若年期の消費関数と貯蓄関数は以下の通りであ

る。

θl′ =ダ'(ωl,α +1)

|=ω:一 ♂ (ω :′ α+1)

=s'(ωl,α +1)

2-3.地方政府の予算制約式

地方政府はそれぞれの地域の企業に資本課税を行い、

κ〕:=taK:に 充てる。公的資本は公共投資によって、

それを公共投資の資金

G:+1=G:+」 G:の よう
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に増加する。公的資本を労働者一人当たりで表すと、地方政府の予算制約式は、

(1+π )gi+1=gi+τ :ρ:κ :

となる。

2-4.市場均衡

2つの地域で生産される財と民間資本は、地域間で移動することができる。

資本市場の均衡は、両地域の資本需要が両地域の資本供給に等しくなること、

すなわち 】Σ子_l Zi==Σ子_l κl+1で成立する。資本需要と資本供給に(0'と

CD式を代入すると、t+1期の資本市場の均衡式は、次のように表される。

Σ :_lζ (″ ,α +D=Σ子_1(1+π )″
(両舌 折

遭・ )   ⑬

ここでれは

“

)'式よりt期の変数 (o,4,gi)の関数である。また、g;+1は ⑬

式より、t期の変数 (4,gi,4,a)で 決定される。政策変数 (4,4+1,gi,
gi+1)が与えられれば、00式の資本市場の均衡式は、(θ′,α +1)の動学体系で

表されるか。

3.シ ミュレーションの前提

2節のモデルを用いて租税協調の経済効果についてシミュレーション分析を

行う。 2地域の租税協調の効果についての分析は、Batina(2009)や 田中・

日高(2012)な どにおいて、租税競争下のナッシュ均衡を出発点として、そこか

らの税率引き上げあるいは引き下げが、出発点と比べて両地域の厚生を改善す

2)t期の変数 (4,ノ:,g:,a,ιヂ,ι F,ωl,の を所与とし、t+1期に政策変数
=+1の
変更が

あれば、財市場および資本市場の均衡を満たすようにノ|+],a+l,gi+1だ 11,οた1,″ ,1,a+1

が決まる。
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るかどうかを吟味するというアプローチがとられている。田中・日高 (2012)で

は、この手法を用いて、租税協調の定常状態の厚生への影響と移行過程の初期

段階の厚生への影響を分析し、いくつかの命題を提示している。

本稿では、租税競争のナッシュ均衡からの税率変更に焦点を当てるだけでな

く、租税協調として設定する税率水準についても分析の対象とする。ここでは、

租税協調解がナッシユ交渉ゲームの解であると想定し、租税競争の均衡から租

税協調の均衡へ厚生がどのように変化するのかシミュレーション分析を行う。

以下ではナッシユ交渉ゲームの均衡解の条件を提示し、効用関数と生産関数を

特定化したシミュレーション分析をおこなう。分析はまず、定常状態のみを考

察の対象とした場合の租税協調を記述し、次に移行過程の厚生変化を考慮する

ことによって、租税協調がどのように変化するのかみていくこととする。

3-1.長期定常状態における租税競争と租税協調

(1)租税競争

長期定常状態において、地方政府間の租税競争は、家計の効用関数を間接効

用関数グ=グ (";θ )=υ '(ω (が ,g′ ),θ )で記述するとき、以下の社会的厚

生関数の最大化問題として定式化される。

■物  び =f/t(ω;θ )

s′   ぼ =τ=σガ                   l141

Σ:=lζ (ω;θ )=Σ子=1(1+%)″ (ボ≒r)

すなわち、相手の資本税率を所与とし、市場均衡を織り込んだ上で、自地域の

厚生が最大になるように自地域の資本税率を決定するのである。このようにし

て決定されたτ;プによって実現する市場均衡は、租税競争のナッシュ均衡で

ある。
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(2)租税協調

一方、地方政府間の租税協調は、協調をめぐる両地域の交渉がナッ

ゲームを前提に進むと仮定した場合、以下の目的関数の最大化問題と

化される。

■4滅  (♂ )γ (♂ )・γ=(υ'(薦 θ))γ (3・
l(ω
4θ ))卜
γ

τ',7

s.′     πg′ =τ′ρ′力′

Σ子=lζ (ω;θ )=Σ子=1(1+π )″ (丁≒ぜ)

シュ交渉

して定式

ここで、γは第 i地域の交渉力の相対的な大きさを表している。上記の目的関

数の解である協調解 (τ;プ)は、パレート効率性を満たす複数の協調解候補

の中から、交渉力γに応じて選択される。

(3)非対称地域間の租税競争と租税協調

以下では、地域間における公的資本の生産力効果の非対称性を想定し、資本

税率の決定権を持つ地方政府間の動学的租税競争ならびに租税協調が、両地域

の経済厚生に及ぼすインパクトを解明するため、生産関数と効用関数を、以下

のような関数形として特定化し、シミュレーション分析を行う。

生産関数については、Fi(ι:,κ:,Gl)=ス '(ι:)β
″
(Kl)β
κ
(α )1~β
クβrの コ

ブ=ダグラス型を仮定する。ここで、〃はスケールパラメータである。

効用関数については、異時点間の代替の弾力性が一定であると仮定し、

な磁け 二等導芳井■+T÷y二等与芳井上として特赳幌
以下のシミュレーションでは、労働および公的資本の生産性が 2地域間で

非対称であり、地域 1の生産関数のパラメータは、β
ιl=0.6,β κl=0。

3,

β
Cl=0.1で

あるのに対して、地域 2は β
ι2=0。
65,βκ2=0.3,β C2=0.05と 、地

域 1の公的資本 (労働)の対RGP弾性値が相対的に高い (低い)状況にある
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と仮定しよう。日本のケースでいえば、地域 1が都市圏、地域 2が地方圏をイ

メージしているとみなされる°。

また、上記以外のパラメータである、生産関数のスケールパラメータ、人口

成長率、効用関数については両地域で同一と仮定し、π
l=κ2=1,δ =δ2=1,

ノ=ノ =1,41=42=100と する。

3-2.定常状態のみを考慮した資本税競争および資本税協調

図表3-2-1は、両地域の税率 (τ
l,τ2)が
与えられたときに実現する定常状態

の市場均衡のもとで、それぞれの地域が得られる効用水準を表している。表の

上段は第 1地域の効用水準、中段は第 2地域の効用水準、下段は両地域の効用

の単純計である。それぞれの段において第 1地域の税率デが左端に縦にならべ

られ、第 2地域の税率τ
2が上端に横に並べられている。

ナッシュ非協カゲームでは、第 1地域は表の上段に注目し、相手地域の税率

τ2を所与として、その縦の列に並んだ効用のうち最大の値がえられる、自地域

の税率デを選択するように行動する。例えば、 τ2=0。 18の場合は、最大の効用

水準8.295が得られるデ=0.32を 選択する。あるいは、 τ2=0。 34の場合は、最

大の効用水準8。 337が得られるτ
l=0.32あ るいは0.34を選択する。

第 2地域は中段に注目し、相手地域の税率グを所与として、その横の行に並

んだ効用のうち最大の値がえられる、自地域の税率τ
2を
選択するように行動す

る。例えば、 デ=0。 32の場合は、最大の効用水準7.917が得られるτ2=0.18を

選択する。あるいは、τ
l=0.34の

場合は、最大の効用水準7.922が得られるτ
2

=0.18を 選択する。

このような行動の結果、ナッシユ均衡は (デ ,τ
2)=(0.32,0.18)で 実現する。

3)本間・田中(2004)で は、1977～2000年 までの都道府県パネルデータを用いた実証分析の

結果、都市圏の公的資本の対 RGP弾性値は0.22と 地方圏のそれ (0.06)を 上回ってい
ることが示されている。
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この場合、互いに相手の税率を所与としたとき、自地域が最適な税率になって

いるからである。これ以外の税率の組み合わせ、例えば (τ
l,τ 2)=(0。 34,0.34)

では、第 1地域にとってτ2=0。 34の もとでの最適な税率デ=0。 34になっている

が、第 2地域はデ=0.34の とき自地域の税率を0.34か ら0。 18に引き下げること

で自地域の効用を最大にできるため、ナッシュ均衡になりえないのである。図

表4-1-1か らわかるように、このシミュレーションではナッシュ均衡はユニー

クである。

次に、図表3-2-1の色つき部分に注目しよう。これは、両地域ともナッシュ

均衡の効用より高い効用を実現できる (デ ,τ
2)の
組み合わせを示している。

いずれもナッシュ均衡の税率よりも高い税率の組み合わせである。このことは、

分権的な政策決定の非効率性を指摘した租税競争理論の帰結と整合的なシミュ

レーション結果が得られていることを意味する。

図表3-2-1に よれば、ナッシュ均衡解よりも両地域の経済厚生が改善する資

本税率の組み合わせは複数存在し、その数は26ケースあることがわかる。パ

レー ト改善領域では、地方政府同士の協調的な行動によって、互いの厚生が改

善する余地があるため、地方政府はナッシュ均衡解から離脱し、租税協調を進

めるインセンティプを持つと考えられる。では、長期定常状態において、26個

あるパレート改善的な資本税率の組み合わせのうち、どの組み合わせが (租税

協調の成立が見込まれる)潜在的租税協調解になりうるだろうか。それを示し

たのが、図表3-2-2で ある。

図表3-2-2の横軸、縦軸は、それぞれナッシュ均衡解からパレート改善領域

へ移行することによる両地域の厚生変化 (△♂ /♂ ,△♂ /び )の百分率を示

しており、右上に位置するものほど、厚生の改善が進むことを表している。26

個あるパレート改善的な資本税率の組み合わせのうち、CT ll、 CT 14、 CT 15、

CT 16、 CT 17、 CT 18、 CT 19、 CT 20、 CT 23の 9個の組み合わせが、原点か

ら最も遠い領域に並んでいるのが確認できる。
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図表3-2-1 長期定常状態におけるナッシュ均衡解およびパレー ト改善領域
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資本税協調はllD式のナッシュ交渉ゲームの解であると定義しているので、こ

の最大化条件を満たさなければならない。図表4-2の点のうち、■は以下のよ

うに0)の最大化条件を満たしていないことがわかる。例として CT 7と ○の

cT llを とりあげてみよう。ケース 7における厚生をび (cT7)の ように表す

ことにすると、図表からび (Cr7)<ぴ (Crll)、 ぉょび♂ (CT7)<び

(CTll)が明らかである。これらをもちいてllD式の目的関数に代入すると、任

意のγに対して

(♂ (CT7))γ (ぴ (Cr7))・γ<(♂ (Crll))γ (♂ (Crll))・ γ

が成立する。したがってケース CT7は llD式の最大値ではありえない。

図表3… 2…2 長期定常状態のみを考慮した場合の潜在的租税協調解
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ナッシユ交渉解になりうるのは、上記の 9個の組み合わせであり、これらが

潜在的租税協調解になりうると判断されるのである
°。ただし、複数ある協調

解候補のうち、最終的にどの組み合わせが協調解になるかは、地方政府間の交

渉力γの大小関係によって決まるのである。

4.移行過程の経済変数、厚生の変化 と資本税協調

田中。日高(2012)が分析しているように、協調による税率の引き上げによる

経済変数の変化は、最終的な定常状態とそこへの移行段階では異なる可能性が

ある。このことは、経済厚生についてもあてはまり、定常状態のみを考慮して

厚生改善が実現したとしても、移行過程で厚生の悪化がみられる場合には、税

率の引き上げをしない方が望ましい可能性がある。いいかえると3-2で示した

潜在的協調解は移行過程を考慮することで協調解でなくなる場合がありうるの

である。

移行過程において各世代の効用が変化することを地方政府が考慮する場合、

地方政府の目的関数は、各世代の効用からなる社会厚生の最大化となる。ここ

で、各世代の効用を割り引く社会的時間選好率をφとすると、社会厚生は

し「 = 
二  器                                               llつ

と表される。

以下では、移行過程の経済変数の変化と厚生の変化を記述し、資本税協調の

変容を見ていくことにする。まず、田中。日高(2012)が示してしているように、

このモデルの動学体系の内生変数であるθ、gl、 および♂の推移をみる。こ

4)地域 1お よび 2の効用は、 9個いずれの組み合わせでも、ほぼ同一の効用可能性フロン
ティア上にあると考えられるので、資源配分の効率性の観点からは、 9個 の潜在的協調
解に優劣をつけることはできない。
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れらは付図 1、 付図 2、 および付図 3に示されてる。ここでは、CT4、 CT8、

およびCT 16の 3ケースについて、移行過程の初期の10期の推移を描いている。

最終的な定常状態の値は10期 目に近い値である。

4-1.移行過程における経済変数、厚生の変化

(1)θ 、gl、 およびg2の推移

図表4-1-1に示されているθは第 1期 に低下するものの第 2期 にはわずかな

がら上昇に転じ、第 3期以降緩やかに低下していく。これに対して、図表4-1-

2、 図表4-1-3か ら、gl、 g2は 第 1期 には変化しないがその後単調に増加して

いくことがわかる。これは、税率の引き上げによる税収増を反映していると考

えられる。θの単調ではない変動については、資本市場において民間資本力の

動きを見ておく必要がある。

図表4-1-1 移行過程初期のθの推移 (C丁 4,cT8,CT16)
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図表4-1-2 移行過程初期のどの推移(CT4,CT8,CT16)

大阪学院大学経済論集 第26巻 第 1号

2345678910

移行過程初期のピの推移(C丁 4,C丁 8,C丁 16)
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(2)が、ρ
2、 〃、ぉょび力2の推移

(5)式で示されているように、ガはρ
′とg'の関数である。′は0)式からθとデ

の関数なので、税率引き上げに伴うプラスの効果と図表4-1-1の θの低下効果

を合わせた影響がおよぶ。図表4-1-1と 図表4-1-5を みると、第 1地域のρ
lは
第

2期 まで上昇しその後下降に転じるが、長期的な水準は税率引き上げ前のがよ

りも高い。これに対し、第 2地域のρ
2は
第 1期に低下した後、第 2期には上

昇しそれ以降低下し長期的な水準は税率引き上げ前よりも低い。いずれの地域

も第 2期のρ
:は
第 1期 よりも高いが、これはθの動きに連動したものと考え

られる。

次に″の推移を図表4-1-6と 図表417でみよう。″は第 1期に減少し、第 2

期にはわずかに増加し、第 3期以降急速に増加する。これに対し、力2は第 1期

に増加した後第 2期 には一旦減少し、その後急速な増加に転じる。いずれの地

域でも″の長期の水準は税率引き上げ前よりも高位であり、税率引き上げに

図表4-1-4 移行過程初期のρ
lの
推移 (CT4,CT8,CT16)
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図表4-1-5 移行過程初期のρ
2の
推移 (C丁 4,C丁 8,C丁 16)

大阪学院大学経済論集 第26巻 第1号

2345678910

移行過程初期のだの推移 (C丁 4,C丁 8,CT16)
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よって初期時点では〃は低下するものの、 3期以降長期水準に急速に収束す

るといえる。このモデルでは、″はg'と 補完関係にあるので、giの増加に伴っ

て″の調整が進むと考えられる。

図表4…1-7 移行過程初期のだの推移 (CT4,C丁 8,C丁 16)

51

50.5

50

49.5

49

48.5

48

47.5

(3)ω
lと ω2の推移

(6)式で示されているように、
"iは
ガとg'の関数であり、いずれも正の関係

にある。第 1期には″が減少しglが変化しないのでωlは図表4-1-8の ように

低下する。その後″とglが増加していくのにつれて、ωlは長期の水準に向か

って上昇していく。これに対して、図表4-1-9の ように
"2は
単調に長期の水準

に向かって増加していく。第 2地域では、力2は第 2期には一旦減少するのであ

るが、第 2期 にはg2の増加があるため、前者のマイナス効果を後者のプラス

効果が上回り
"2の
低下がおこらないと考えられる。
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図表4-1-8 移行過程初期のwlの推移 (CT4,CT8:CT16)

012345678910

図表4-1…9 移行過程初期のプ の推移 (CT4,CT8,CT16)
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(4)が とυ
2の
推移

移行過程における各世代の効用ゲとυ
2の
推移は図表4-1-10と 図表4-1-11に

描かれている。ここで横軸は世代を表しているのが図表4-1-1か ら図表4-1-9ま

でと異なっている。ここで第 1世代は第 0期 と第 1期を生存する。第 0期には

"iは
初期の定常状態のままであり、θlが初期定常状態より低下するので、第

1世代の効用は低下する (グ (ω:,θl)<グ (ω:,a))。 第 2世代については
"|

が初期より上昇しθ2が θlよ り上昇するので、第 1世代より効用が上昇する。

第 3世代については、両地域で賃金率の変化が非対称なので効用の変化も非

対称になる。第 1地域の賃金率が低下するのに対し、第 2地域の賃金率は上昇

するので、第 1地域の効用は低下し、第 2地域の効用が上昇する。第 4世代以

降は両地域とも賃金率の上昇に伴って長期定常状態の効用水準に向かって上昇

していく。

図表4-1-10 移行過程初期のプの推移 (CT4,CT8,C丁 16)
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図表4-1…11 移行過程初期のv2の推移 (C丁 4,CT8,CT16)
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(5)ケ ースによる違い

付図で示した移行過程の経済変数および効用の推移は、 3つのケース CT4、

CT8、 およびCT 16で 共通している。第 1は、長期的には税率引き上げの最も

大きいCT 16が経済変数の変化および効用の上昇が最も大きいことである。第

2は、引き上げ直後の経済変数と効用の変化についてもその変化幅が最大なの

はCT 16だ ということである。

経済変数のうち〃とω
l、
両地域の各世代の効用υ

lと υ2は長期の影響 (正の

変化)と税率引き上げ直後の影響 (負の変化)と が反対方向である。このため、

第 3の点として、税率引き上げの大きい CT 16(小 さいCT4)は長期の効用

増大効果が大きい (小さい)が、短期的な効用の低下幅も大きい (小さい)。
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4-2.移行過程をふくめた租税協調

4-1の で示した移行過程の効用の変化を両地域の地方政府が考慮するとき、

資本税協調にどのような変化が現れるのか、図示しよう。地方政府は ()で

与えられる厚生関数を用いて、移行過程をふくめた厚生の評価をする。ここで、

社会的割引率φは両地域で共通であるとする。さらに、割引率の大きさによる

資本税協調の違いを明らかにするために、 (φ =0.025,0.050)の 2通 りを想定

する。

(1)社会的時間選好率φ=0.025のケース

図表4-2-1は、φ=0.025の ケースについて、ナッシュ均衡解から26個の資本

税率の組み合わせへの移行による経済厚生の変化を図示したものである。横軸、

縦軸はそれぞれナッシュ均衡解からの移行による両地域の厚生変化 (△ χ
1/π l,

△%2/%2)の百分率を示しており、プラス (マ イナス)の値は、厚生改善 (悪

化)を 表している。そのため、第 1象限に位置する税率組み合わせは、ナッ

シュ均衡解からの移行により、両地域ともに厚生が改善するパレート改善領域

であることを意味しており、右上に位置する組み合わせほど、厚生の改善効果

が大きい。

図表4-2-1において、■の点のうち第 2象限に 5個、第 4象限に 5個存在す

ることがわかる。これらは、定常状態のみを考慮した場合には協調による税率

の引き上げが両地域とも厚生改善になるというパレート改善であったものが、

移行過程を考慮するといずれか一方の地域で厚生の低下が生じているのである。

パレート改善領域である第 1象限にあるのは、定常状態のみを考慮した場合の

26個から、16個 に減少している。このことは、移行過程を考慮すると、両地域

の厚生改善領域が減少していることを意味する。

次に3-2でみたように、潜在的租税協調解に注目してみよう。図4-2-1の 中で

も潜在的租税協調解は○印で示されており、(CT7、 CT8、 CT ll、 CT 12、
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CT 13、 CT 16)の 6個が該当する。長期定常状態の効用の変化のみを考慮し

た潜在的租税協調解は (CT ll、 CT 14、 CT 15、 CT 16、 CT 17、 CT 18、 CT

19、 CT 20、 CT 23)の 9個だったので、移行過程を考慮することで、これら

から (CT 17、 CT 18、 CT 19、 CT 20、 CT 23)の 5個が外れ、新たに (CT

7、 CT8)の 2つが加わったことになる。移行過程を考慮した場合に外れる

ケースはいずれも税率の引き上げの大きいケースであり、新たに加わったのは

税率引き上げの小さいケースである。

図表4-2-1 移行過程を含む場合の潜在的租税協調解 (φ =0.025の ケース)

zlu2/u2

0.200

.~CT8
CT4

■

‐５ＴＣ

■

‐９ＴＣ
■

Ｔ２Ｃ

ＣＴ
Ｏ

Ｔ２
■

ＣCT7

CT21:1計轟
-0.050    0. 0.050CT25 0.100

. CT18

注 1)図表中の項目は、図表3-1‐ 1の税率組み合わせに対応している。
注 2)○印は、潜在的租税協調解を表す。

(2)社会的時間選好率φ=0.050のケース

社会的時間選好率が0.050と相対的に高い場合の両地域の厚生の変化が図表4

ご6i[l`」ツUl
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-2-2で ある。社会的時間選好率が高い場合には、移行過程の初期段階のより効

用低下をより高く評価することになるため、厚生改善領域はさらに減少する。

図に示されているように、第 1象限に留まっているのは10個である。

次に、潜在的租税協調解に注目してみよう。図表中に○印で示されている

(CT4、 CT5、 CT8、 CT 12)の 4個が該当する。φ=0.025のケースから

(CT7、 CT ll、 CT 13、 CT 16)の 4個が外れ、新たに (CT4、 CT5)の 2
つが加わったことになる。

図表4-2…2 移行過程を含む場合の潜在的租税協調解 (φ =0.050のケース)
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Ｔ２Ｃ
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注 1)図表中の項目は、図表3-11の税率組み合わせに対応している。
注 2)○印は、潜在的租税協調解を表す。

∠u2/u2
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5.お わりに

本稿では、非対称地域間の動学的租税競争の帰結と、資本税競争解 (ナ ッシ

ュ均衡解)から協調解への移行による経済厚生の改善について、シミュレーシ

ョンにより厚生分析を行った。

本稿の特徴は、各地域の生産要素として用いられる公的資本について、地域

間で生産性に違いがあることと、公的資本が公共投資によって蓄積されていく

という動学的フレームワークをモデル化していることである。

主要な結論をまとめると以下のとおりである。定常状態を分析対象とする場

合、租税競争のナッシュ均衡解からパレート改善となる資本税率の組み合わせ

が、26ケースあることを示した。移行過程を考慮する場合には、地方政府の設

定する社会的時間選好率によって、パレート改善領域が減少し、潜在的協調解

に変化が生じることが示された。社会的時間選考率が、高いほど潜在積租税協

調解に選ばれるのは税率引き上げ幅が小さいケースである。

本稿の分析では、租税競争の非効率性は、過小課税による公的資本の過小供

給という形で示された。租税協調による税率引き上げは長期的な公的資本供給

を増加させ、民間資本を増大させることを通じて長期的には効率性を改善する

効果をもつ。

両地域の地方政府がともに近視眼的であれば、高い社会的時間選好率を選択

することになり、税率の引き上げは小さくなる。社会的時間選好率がφ=

0.025や 0.050で は、租税協調の可能性は残されるが、より近視眼的になれば租

税協調が成立しなくなる可能性もある
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Simulation Analysis of Dynamic Tax Coordination
- Using Overlapping Generations Model with

Accumulation Process of Public Capital -

Masahiro Hidaka' Hiroki Tanaka

ABSTRACT

In this paper, we expand the static tax competition models in
symmetric small regions, which were indicated by Zodrow and
Mieszkowski (1986) and Wilson (1986), to a dynamic tax competition
model in large regions, taking consideration of the regional asymmetry
of productivity of public capital and the existence of capital
accumulation. We then analyzed the consequence from tax
competition and the impact to economic welfare by tax coordination.

It is assumed that public capital contributed as a public input is
formed on the basis of the capital tax of local governments. Tanaka
and Hidaka (2012) showed the that under a situation with regional
symmetry in the productivity effects of public capital, tax coordination
will improve welfares of both region in the long run.

In this paper, under the situation with regional asymmetry in the
productivity of public capital, simulation analysis shows that there are
potential coordinated solutions. Moreover, the simulation taking
consideration of transition process shows that there are potential
coordinated solutions whose welfare becomes worse than the Nash
equilibrium solution depending on the social time preference rate.
It means that a transformation of tax coordination such as dropout or
change of potential coordinated solutions occurs under an analysis
with transition process.

Keywords : tax competition; tax coordination; overlapping generations; public

input.

JEL Classification Numbers : H72; C79; R53.
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